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多様なライフスタイルをささえる持続可能な宅配の実現に向けた手引き 

 

我が国の宅配便取扱個数は、EC（Electric Commerce、電子商取引）市場拡大や生活様式の変化に伴い、

2020 年度の 48億個から 2030 年度には約 72億個まで増加すると推計されています。一方、トラックド

ライバー不足も顕在化しており、宅配において再配達の削減が重要課題となっています。 

また、宅配の再配達は二酸化炭素（CO2）排出量増加にも

繋がっており、カーボンニュートラルや SDGs(持続可能な社

会の実現）の観点からも再配達の削減は重要な社会課題と

なっています。再配達の削減を実現するため「置き配検討

会」などで検討を進めてきた国土交通省は 2022 年 4 月、再

配達の削減に関する施策をまとめた「多様なライフスタイ

ルをささえる持続可能な宅配の実現に向けた手引き」（以

下、手引き）を公表しました。本稿では「手引き」の概要

をご紹介します。 

 

１．持続可能な宅配の実現に向けた１０の施策 

「手引き」で整理された１０の施策は次の通りです。 
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２．今後の展開 

物流は、我が国における豊かな国民生活や産業競争力、地方創生を支える重要インフラであり、コロ

ナ禍においても物流の機能を十分に発揮させていく必要があります。B to C(Business to Consumer、

企業・消費者間)分野の物流の大半を担う宅配においては、近年、各事業者による取組や消費者の理解

促進を通じ、荷物の受け取り方の多様化が進んできましたが、新型コロナ感染症の拡大に伴う非接触・

非対面による受け取りニーズへの対応、再配達の削減、持続可能な社会の実現に向け、荷物の受け取り

方は更なる展開が求められています。「手引き」で挙げられた１０の施策やその他の取組が今後、着実

に進められ、宅配に関する課題が解消していくことが期待されます。 
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出典（表、図）：国土交通省「多様なライフスタイルをささえる持
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